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研究成果の概要（和文）： 
 

本研究は、政治改革・司法改革を分析対象としながら、その実態を歴史的・制度的観点から

解明していくことを目的としている。特に、戦後改革期から今日までの司法官僚機構の構造を

解明することによって、職業裁判官のキャリアシステムと司法システムへの影響について分析

を進める。また合わせて、その背後における法文化の実態や、国際司法比較を通じた特異性を

見出すことによって、より構造的な研究へと発展させることを目指す。 

 
 
研究成果の概要（英文）： 
 Our studies have aimed to clarify the situations of judicial administrations from a 
historical and institutional viewpoints while analyzing the political and judicial 
reforms. Especially, the analysis of the professional judge's influence on a career system 
and a judicial system is advanced by clarifying the structure of judicial bureaucracy 
from the reform in postwar days to the present. Moreover, our studies will aim to develop 
it to more structural research by finding the background of culture on Japanese law and 
its uniqueness through an international, judicial comparison. 
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１．研究開始当初の背景 

本研究は、2006 年度から 2007 年度に科学

研究費補助金基盤研究（Ｃ）「司法の政治学

―その予備的考察」を受けて、その発展を目

指す意図で構想された。この「司法の政治学



―その予備的考察」においては、日本の司法

を特徴付けているベーシックな要因を解明

することを目的とした。現在なお研究は継続

中であり、総括するにいたってはいないが、

予備的考察として以下の知見を得ることが

できた。 

 第１に、政党政治と裁判の関連性について、

裁判となった政治腐敗事件の年表を作成し、

政治腐敗事件がアクターの特定しやすい事

件から、一党優位政党制下でより構造的な事

件に変化しているとの仮説を導くことがで

きた。 

 第２に、司法官僚制の基礎構造については、

戦後における最高裁事務総局を頂点とした

裁判官のキャリアパスに関する基礎資料を

完成した。その結果、職業裁判官のキャリア

パスにおける一定のルールを仮説的に特定

しえた。 

 第３に、戦後における政治と司法の構造変

化および司法改革の詳細については、なお資

料の収集やインタビューを必要としている

ものの、日本側のイニシアティブが大きかっ

たという仮説を提示し得た。 

 第４に、デモクラシーと司法参加について

は、裁判員制度の導入をめぐる政治過程や外

国における司法参加の実態についての資料

の収集に努めてきた。また、その導入や運営

における思想的背景に関する検討が進めら

れ、重層的デモクラシーの多元的な展開にお

ける司法参加の位置づけ、および三権分立に

おける司法の民主的統制のあり方ついて、一

定の整理を試みることができた。 

 第５に、1980～90 年代に、検察による政治

腐敗摘発が既存政治体制を揺るがした日本

とイタリアを比較し、優位政党＝自民党が残

存した日本と、キリスト教民主党が解体し第

2 共和制と言われる現政治システムに代わっ

たイタリアとでは、司法制度ではなく政治制

度（中選挙区制と比例代表制、強い官僚制と

クライエンテリズム、優位政党の派閥の態様

など）が違いをもたらしたとの仮説を提示し

得た。 

 本研究は、これらの成果を踏まえ、以下の

目的をもって進められるものである。 

 
 
２．研究の目的 

本研究は、日本の司法システムについて政

治学、行政学、法律学の観点から総合的に行

うものである。従来の政治学において、司法

機構の存在を重視した研究は少ない。行政学

においても行政官僚制の構造と機能につい

ては研究が進んでいるが、司法官僚制につい

てはまったく未着手である。法律学において

も司法システムの研究は遅々としている。し

たがって、「司法の政治学」を取りまとめる

ことによって、新たな研究分野開発のパイオ

ニアとなりうると考える。 

 特に本研究は、 (1)1980～90 年代の政治改

革・司法改革以降にも視野を広げる、(2)そ

こから改革以前を歴史的視角から逆照射す

る、(3)それら全体を日本の法文化というよ

り長い法制史・思想史的視座から総合的に考

察する、という短・中・長期的な三つ時間軸

のもとに展開される。 

また、政治改革・司法改革と前後して問題

となった、ＩＴ関連の犯罪、少年犯罪・外国

人犯罪等についても、犯罪そのものというよ

りは、その「語られ方」に注目して、日本の

法文化と変容の中に位置づけたい。資本のグ

ローバル化や人々の移動に伴う法制度の未

対応の問題や、被害者感情と量刑にかかわる

問題などは、人々の日常生活における法意識

の問題として、司法システムの不安定さを露

呈しており、その根底からの解明は司法改革

のあり方に一石を投ずることになると考え

られる。関連する判例の動向と制度改革との



関係を実証的に検討した成果は、司法構造の

具体的諸問題をより内在的に明らかにする

ことにつながる。 

更に、政治腐敗と政党政治、司法参加や特

別裁判所に関する国際比較は、一国研究では

得られない知見を与えてくれたし、本研究で

も与えてくれると予想される。上述したよう

な時間構造に加えて、これらの研究視角は政

治空間における司法システムの位置づけを

あぶり出すものであり、政治腐敗と裁判との

関係やそこから導き出された政治改革の実

態、さらには政治参加と司法参加との緊張関

係を解き明かしていくことにつながると考

えられる。 

以上の考察を総合し、最終的には司法改革

の構想を提示することによって、現在進行中

の司法改革にオルタナティブを示すことが

でき、司法のあり方についての学問的かつ社

会的議論を喚起しうると考える。 

 
 
３．研究の方法 

本研究は、当初、①政治腐敗事件と裁判、

②司法官僚制の構造と機能の歴史的考察、③

違憲立法審査権の発動と法改正、④陪審制・

参審制・司法参加の国際比較と日本の情況、

⑤特別裁判所の国際比較と日本への導入可

能性、⑥各種データーベースの作成と公表、

を重点的研究計画として始められた。 

①「政治腐敗事件と裁判」 

「予備的考察」において作成した政治腐敗

事件の年表に基づき、判例の具体的分析なら

びに裁判に影響を受けた政治改革の実態に

ついて分析する。とりわけ、政権交代のない

一党優位・中選挙区制度時代と今日の小選挙

区制度のもとでの政治腐敗事件にいかなる

連続・不連続が見られるのか、また知事権力

の増大が政治腐敗事件といかなる関連があ

るかを分析する。 

②司法官僚制の構造と機能の歴史的考察 

「予備的考察」において別個に研究してき

た戦後司法改革の実態と最高裁事務総局の

キャリアパスに関するデータをもとにして、

戦後日本における司法官僚制の構造ならび

に機能について、下級審裁判官人事、裁判官

任用人事、裁判所予算の作成、最高裁判決の

作成に関する判事間関係について分析し、最

高裁事務総局の機能を明らかにする。 

③違憲立法審査権の発動と法改正 

違憲立法審査権の発動された事件と社会

的背景を綿密に調査し、違憲判断を受けた政

治の対応ならびに法改正作業における立法

政策の実態を分析し、政治と司法の機能的関

連性について分析する。「予備的考察」にお

いては、国政選挙における定数是正､外国在

住国民への投票権の保障などをめぐる最高

裁判例の検討に着手したが、ここではさらに

ＩＴ関連の犯罪、少年犯罪・外国人犯罪等と

いった具体的諸課題に対する立法府の対応

状況や、司法判断に対する政治の対応状況に

ついての検討も加えることにする。 

④陪審制・参審制・司法参加の国際比較と日

本の情況 

 陪審制や参審制の作られてくる思想的背

景、歴史的な法制度としての変遷、それに呼

応する具体的な司法・行政手続きの変遷とあ

り方を、国際比較を交えて分析する。また、

日本で導入が予定されている裁判員制度の

機能条件や職業裁判官との対応関係につい

て分析し、制度課題を明らかにする。「予備

的考察」においては、司法参加に関する理論

的枠組みについての整理が行われたが、ここ

ではそれらを踏まえながら、日本社会におけ

る問題状況を文化・思想的に検討することに

よって、法制史的観点から制度運用上の諸課

題を明らかにし、それに対する克服の可能性

を探る中から、今後の制度構想を検討する。 



⑤特別裁判所の国際比較と日本への導入可

能性 

 特別裁判所を設置している諸外国、とりわ

けドイツ、イタリア、韓国を中心に実態調査

を行うとともに、日本の戦前期についても検

証する。その導入の社会的背景、理論的根拠、

運用実態について明らかにし、日本における

特別裁判所設置の是非について考察する。 

⑥各種データーベースの作成 

 「予備的考察」において作成したデータを

学界が広く活用するためにデーターベース

化する。また、本研究中に収集したデータに

ついても同様とする。 

 また研究の進め方としては、各課題につい

ては連携研究者が責任を持って当たり、課題

に応じて、関係者からのヒアリング、ならび

に必要に応じて国内外における調査も実施

した。また、各研究の進捗情況の報告と研究

全体との調整のために、全体研究会を設置し、

適宜研究報告と討論を重ねた。 

 
 
４．研究成果 

(1)については、司法官僚制の構造と機能

の歴史的考察として、戦後司法改革の実態と

最高裁事務総局のキャリアパスに関するデ

ータ整理、判事などへのヒアリングをもとに

して、戦後日本における司法官僚制の構造な

らびに機能についての本格的な検討を行っ

た。新藤宗幸『司法官僚 裁判所の権力者た

ち』（岩波書店）が公刊されたが、これは本

研究の最大の成果である。 

また判例分析としては、司法と政治の戦後

における構造的変遷の考察を基盤に据えな

がら、政治腐敗事件ならびに行政事件の司法

改革以前以後の変化を明らかにするべく、主

立った汚職事件の分析を進めている。 

さらに、法制度運用の実態分析としては、

社会状況の変化における法制度の未対応の

問題や被害者感情と司法参加にかかわる現

状把握、人々の日常生活における法意識と司

法システムとの関係解明を順次進めた。また

国際比較の点では、イタリアとアメリカにお

ける司法制度改革の調査を進め、さらには戦

前・戦後の歴史的パースペクティヴから見出

される司法構造の解明作業を進めた。 

 (2)(3)については、司法改革をめぐる法制

史・思想史的観点から問題の構造を明らかに

すべく、政治空間における司法システムの位

置づけを資料的に整理し、司法改革の構造を

解明する基礎作業を試みた。 

戦前・戦後の歴史的パースペクティヴから

見出される司法構造の解明作業の成果とし

て、石田憲（連携研究者）『敗戦から憲法へ−

日独伊 憲法制定の比較政治史』岩波書店が

公刊された。 

これ以外については引き続きの課題とな

っているが、司法と政治の戦後における構造

的変遷の考察を基盤に据えながら、政治腐敗

事件ならびに行政事件の司法改革以前以後

の変化を明らかにするべく、主立った汚職事

件の分析を進めている。また、法制度運用の

実態分析としては、社会状況の変化における

法制度の未対応の問題や被害者感情と司法

参加にかかわる現状把握、人々の日常生活に

おける法意識と司法システムとの関係解明、

政治空間における司法システムの位置づけ

を順次進めている。 

また、陪審制・参審制・司法参加の時空間

的考察を通じて、陪審制や参審制の作られて

くる思想的背景とそれに呼応する具体的な

司法・行政手続きのあり方についても考察が

必要であり、引き続き検討していきたい。 

こうした研究の成果は、いわゆる司法改革

とは必ずしも同じではない、日本の司法シス

テムの改革構想を提起していくことにつな

がると考えている。 
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